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　2019年は国連で子どもの権利条約が採択されてから30年、日本が批准してから25年の
節目の年でした。「すべての子どもにゆたかな学びを保障しよう」という日教組のスローガンは、
憲法・子どもの権利条約の理念を実現するためのものです。
　教育の目標としての「人権・平和・民主主義」や「多文化共生」は、世界的に普遍的な原理です。
グローバルな人・物・情報の移動は避けがたく、多様な人 と々暮らしていくことは、必然になり
つつあります。すべての人々の違いと尊厳を尊重する人間中心の社会を実現するため、1994年
の「サラマンカ宣言」でインクルーシブ教育の考え方が国際的に提唱されました。ここでは、子ど
もを中心にすえた学校の原則を以下のように述べています。

学校というところは、子どもたちの身体的・知的・社会的・情緒的・言語的もしくは他の
状態と関係なく、『すべての子どもたち』を対象とすべきであるということである。これは当然
ながら、障害児や英才児、ストリート・チルドレンや労働している子どもたち、人里離れた地
域の子どもたちや遊牧民の子どもたち、言語的・民族的・文化的マイノリティの子どもたち、
他の恵まれていないもしくは辺境で生活している子どもたちも含まれることになる。

（サラマンカ宣言より）

　2019年、文科省は外国につながる子どもの就学状況について初めての全国調査を行いまし
た。実際に不就学だった1,000人のほか、約２万人の子どもに不就学の可能性があることが明
らかとなりました。国連が2015年に採択し、2030年までの達成をめざす持続可能な開発目
標（SDGs）の、とりわけ目標４は「教育」がテーマとなっています。すべての人に包摂的かつ公平
で質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進するために、日本でも教育や子どもをめぐる
課題を解決していかなければなりません。
　例えば、日本で生きていくためには、ツールとしての日本語は大切です。一方、外国につながる
子どもたちが母語・母文化を学ぶことは、アイデンティティを確立し、自信・誇りをもつことにも
つながります。民族的なルーツでもある母語や母文化を学ぶことは、外国につながる子どもたち
の権利です。また、保護者と子どもの関係において、母語は思いを伝え合うために重要です。外国
につながる子どもたちが同じ背景・文化をもつ友だちやおとなたちと出会うことは、子どもたち
の安心感を培い、気持ちの安定につながり、居場所づくりにもなります。さらに、日本の子どもた
ちが、外国につながる友だちの母語や母文化をともに学ぶことは、理解を深め、お互いを尊重す
る気持ちを育てるきっかけにもなります。

　近年、外国につながる子どもたちが増加を続け、子どもたちの母語・母文化も多様化していま
す。外国につながる子どもが多く在籍する学校や自治体がある一方で、散在している、または在
籍していないとされている地域や学校もあり、教育現場からは、どのように対応したらいいのか
わからないとの声もあがっています。
　日教組は、障害のある子どもの教育を通して、インクルーシブ教育への理解を深め、実践につ
なげていく一助となるべく、2017年３月に「インクルーシブのつぼみ」を発刊しました。2019
年度は、外国につながる子どもの教育を通して、インクルーシブ教育を考える学習資料にと本提
言を作成することとしました。この提言が、外国につながる子どもたちのゆたかな学びとインク
ルーシブ教育をすすめていく教育実践のヒントとなることを願っています。
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